
貸 借 対 照 表

平成24年 3 月31日
（単位：円）

資 産 の 部

科 目 本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

固 定 資 産 106,641,219,471 97,207,715,268 9,433,504,203

有 形 固 定 資 産 97,570,116,739 90,862,554,415 6,707,562,324

土 地 6,331,139,571 6,331,139,571 0

建 物 74,841,557,397 65,838,247,860 9,003,309,537

構 築 物 301,993,175 321,824,986 △	 19,831,811

教 育 研 究 用 機 器 備 品 10,800,825,104 8,472,770,049 2,328,055,055

そ の 他 の 機 器 備 品 1,977,621,025 1,907,627,805 69,993,220

図 書 2,844,996,954 2,798,981,256 46,015,698

車 輌 700,980 700,980 0

建 設 仮 勘 定 448,120,625 5,168,100,000 △	 4,719,979,375

放 射 性 同 位 元 素 23,161,908 23,161,908 0

そ の 他 の 固 定 資 産 9,071,102,732 6,345,160,853 2,725,941,879

差 入 保 証 金 337,232,460 352,003,600 △	 14,771,140

有 価 証 券 5,852,563,220 3,552,563,220 2,300,000,000

長 期 貸 付 金 388,968,126 376,508,091 12,460,035

退 職 給 与 引 当 特 定 預 金 1,600,000,000 1,600,000,000 0

ソ フ ト ウ ェ ア 892,338,926 464,085,942 428,252,984

流 動 資 産 60,402,684,914 57,000,467,085 3,402,217,829

現 金 預 金 42,825,059,238 43,297,500,816 △	 472,441,578

未 収 入 金 14,406,897,986 13,546,641,999 860,255,987

貯 蔵 品 83,154,313 96,139,901 △	 12,985,588

有 価 証 券 3,000,522,222 0 3,000,522,222

仮 払 金 87,051,155 60,184,369 26,866,786

資 産 の 部 合 計 167,043,904,385 154,208,182,353 12,835,722,032

負 債 の 部

科 目 本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

固 定 負 債 34,852,742,272 28,400,649,098 6,452,093,174

長 期 借 入 金 12,765,800,000 10,928,000,000 1,837,800,000

退 職 給 与 引 当 金 17,132,460,375 16,915,798,274 216,662,101

長 期 未 払 金 4,954,481,897 556,850,824 4,397,631,073

流 動 負 債 15,833,787,584 15,019,549,136 814,238,448

短 期 借 入 金 1,086,800,000 981,600,000 105,200,000

未 払 金 13,895,383,492 12,960,902,608 934,480,884

前 受 金 568,904,362 833,094,362 △	 264,190,000

預 り 金 281,449,730 242,627,166 38,822,564

保 証 金 1,250,000 1,325,000 △	 75,000

負 債 の 部 合 計 50,686,529,856 43,420,198,234 7,266,331,622



基 本 金 の 部

科 目 本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

第 １ 号 基 本 金 139,895,951,611 138,090,029,273 1,805,922,338

第 ４ 号 基 本 金 6,578,612,999 6,431,270,038 147,342,961

基 本 金 の 部 合 計 146,474,564,610 144,521,299,311 1,953,265,299

消 費 収 支 差 額 の 部

科 目 本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

翌年度繰越消費支出超過額 △	 30,117,190,081 △	 33,733,315,192 3,616,125,111

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計 △	 30,117,190,081 △	 33,733,315,192 3,616,125,111

科 目 本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

負債、基本金、消費収支差額の部 167,043,904,385 154,208,182,353 12,835,722,032

1 . 重要な会計方針

⑴　引当金の計上基準

①　徴収不能引当金……未収入金の徴収不能に備えるため、徴収不能実績率等により徴収不能見込額を計上している。

②　退職給与引当金……退職金の支給に備えるため、期末要支給額17,317,604,400円を基にして、私立大学退職金財団に対する

掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額の100％を計上している。

⑵　その他の重要な会計方針

①　有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法である。

・有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法に基づく原価法である。

③　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

預り金に係る収入と支出は総額で表示している。

④　減価償却の方法等について

残存価額を零とする定額法による減価償却を実施している。なお、主な耐用年数は以下の通りである。

建物　　　　　50年

構築物　　　　15年

機器備品　　　10年

ソフトウェア　 5年

2 . 減価償却額の累計額の合計額

	 60,297,902,545円

3 . 徴収不能引当金の合計額

	 168,079,254円

4 . 担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次の通りである。

	 土地	 1,840,257,339円

	 建物	 31,943,701,402円


